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1. 化学物質の同定情報 
トルイジンには 3 種の異性体が存在している。化学物質排出把握管理促進法では o-体 (政令

号番号：1-225) 及び p-体 (政令号番号：1-226) は指定されているが、m-体は指定されていない。 

1.1 物質名 : p-トルイジン 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 : 3-186 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-226 

1.4 CAS登録番号 : 106-49-0 (p-体)注) 
注：トルイジンは、メチル基の位置の違いにより 3
種の異性体が存在し、それぞれ CAS 登録番号が異

なる。 
 95-53-4 (o-体) 
108-44-1 (m-体) 

1.5 構造式  

 

 

 

 

1.6 分子式 : C7H9N 

1.7 分子量 : 107.15 
 

 

2．一般情報 

2.1 別 名 
4-メチルアニリン、4-アミノトルエン、4-メチルベンゼンアミン、1-アミノ-4-メチルベン

ゼン 

 

2.2 純 度 

99.0%以上 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2003) 
 

2.3 不純物 

m-トルイジン、o-トルイジン (一般的な製品)  (化学物質評価研究機構, 2003) 
 

2.4 添加剤又は安定剤 

 酸化防止剤 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2003) 
 

2.5 現在の我が国における法規制 
化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

化学物質審査規制法：指定化学物質 (第二種監視化学物質) 

毒劇物取締法：劇物 

労働安全衛生法：名称等を通知すべき有害物 

NH2H3C
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船舶安全法：毒物類 (液体、固体) 

航空法：毒物 (液体、固体) 

港則法：毒物類 

 

 

3．物理化学的性状 

外 観:白色固体     (U.S. NLM:HSDB, 2002) 

融 点: 44～45℃     (Merck, 2001) 

沸 点: 200～201℃    (Merck, 2001) 

引 火 点: 87℃ (密閉式)    (NFPA, 2002) 

発 火 点: 482℃     (IPCS, 1999; NFPA, 2002) 

爆 発 限 界: 1.1～6.6 vol% (空気中)   (IPCS, 1999; NFPA, 2002) 

比   重: 1.046 (20℃/4℃)    (Merck, 2001) 

蒸 気 密 度: 3.69 (空気 = 1、計算値) 

蒸 気 圧: 130 Pa (42℃)    (IPCS, 1999) 

分 配 係 数:ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数 log Kow = 1.39 (測定値)、1.62 (推定値)  (SRC:KowWin, 2002) 

解 離 定 数: pKa = 5.08 (25℃)    (Dean, 1999) 

スペクトル:主要マススペクトルフラグメント 

m/z 106 (基準ピーク= 1.0)、107 (0.68)、77 (0.14) (NIST, 1998) 

吸 脱 着 性:土壌吸着係数 Koc = 73 (推定値)  (SRC:PoKocWin, 2002) 

溶 解 性:水：6.5 g/L (15℃)    (SRC:PhysProp, 2002) 

アルコール、エーテル、ベンゼンなどの有機溶媒：混和 

      (化学物質評価研究機構, 2003) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数: 0.205 Pa･m3/mol (2.02×10-6 atm・m3/mol) (25℃、測定値)  (SRC:PhysProp, 2002) 

換 算 係 数:(気相、20℃) 1 ppm = 4.46 mg/m3、1 mg/m3 = 0.224 ppm (計算値) 
 

 

4．発生源情報 
4.1 製造・輸入量等 

2004 年度の製造・輸入量は 1,617 トンと報告されている (経済産業省, 2005a)。 

また、別途調査したところ、p-トルイジンの 2002 年の国内供給量は 700 トン弱であった。1998

年以降、供給量は毎年減少し、5 年間で半減している (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

 

4.2 用途情報 

p-トルイジンは 9 割が顔料の中間体の合成原料として使用されている。その他に農薬の合成

原料として使用されている (製品評価技術基盤機構, 2006)。 
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4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 15 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」(経済産業省, 環境省, 2005) (以下、2003 年度 PRTR データ) によると、p-トルイ

ジンは 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 91 kg、公共用水域へ 431 kg 排出され、廃棄

物として 53 トン、下水道に 5 トン移動している。土壌への排出はない。また、対象業種の届出

外事業者、非対象業種、家庭、移動体からの排出量は推計されていない。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2003 年度 PRTR データに基づき、p-トルイジンの届出対象業種別の排出量と移動量を表 4-1

に示す (経済産業省, 環境省, 2005)。 

届出対象業種からの p-トルイジンの排出量の全てが化学工業からの排出である。また、環境

への排出量より、むしろ廃棄物としての移動量の方が多い。 

 

表 4-1  p-トルイジンの届出対象業種別の排出量及び移動量 (2003年度実績)(トン/年) 
排出量 移動量 排出量合計 

業種名 
大気 

公共用

水域 
土壌 廃棄物 下水道 排出計 

割合 

(%) 

化学工業 0.09 0.43 0 52 4.6 0.52 100 

石油製品・石炭製

品製造業 
0 0 0 1.0 0 0 0 

合計 1) 0.09 0.43 0 53 4.6 0.52 100 

(経済産業省, 環境省, 2005) 
10 トン以上は整数表記とした。 

 

 

4.3.2 その他の排出源 

調査した範囲では、p-トルイジンのその他の排出源の情報は得られていない。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源における p-トルイジンの環境媒体別排出量については、対象業種の届出外事業者、

非対象業種、家庭、移動体のいずれからも排出が推計されていないことから、対象業種の届出

量を環境媒体別の排出量とする。以上のことから大気へ 91kg、公共用水域へ 431kg、土壌への

排出はないと推定した(製品評価技術基盤機構, 2006)。 

 

また、公共用水域への排出量 431 kg のうち河川への排出量は 1 kg 未満であり、ほとんどは

海域へ排出されている (経済産業省, 2005b)。 

 

4.5 排出シナリオ 

用途情報及び 2003 年度 PRTR データから判断して、化学工業において p-トルイジンを合

成原料として使用する工程からの排出が考えられるが、2003 年度の PRTR データによると、
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p-トルイジンの排出量は、大気 91kg、公共用水域 431kg であり、環境への排出は少ない。 
 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、p-トルイジンと OH ラジカルとの反応速度定数が 1.32×10-10cm3/分子/秒 

(25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2002)。OH ラジカル濃度を 5×105～1×106 分子/cm3 とし

た時の半減期は 1～3 時間と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

調査した範囲内では、p-トルイジンとオゾンとの反応性に関する報告は得られていない。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、p-トルイジンと硝酸ラジカルとの反応性に関する報告は得られていな

い。 

 

d. 直接光分解性及び酸化反応性 

p-トルイジンは、290 nm 以上の光を吸収するので、大気環境中では直接光分解される可能性

が示唆されるが、313 nm と 365 nm の波長での実験では、直接光分解は起らなかったとの報告

がある (U.S.NLM:HSDB, 2002)。しかし、p-トルイジンは芳香族アミンであり、大気中で酸化さ

れる可能性があり、かつ電子供与性のメチル基が存在するので酸化反応が促進される 

(U.S.NLM:HSDB, 2002)。 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

p-トルイジンには、加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解され

ない。しかし、p-トルイジンは芳香族アミンであり、土壌や粘土が触媒するフリーラジカルに

よる酸化反応が起る可能性がある (U.S.NLM:HSDB, 2002)。 

 

5.2.2 生分解性 

p-トルイジンは、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性試験では、被験物質濃度 100 

mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 4 週間の条件において、生物化学的酸素消費量 (BOD) 測

定での分解率は 32%であり、難分解性と判定されている。なお、高速液体クロマトグラフ 

(HPLC) 測定での分解率は 34%であり (経済産業省, 2001)、用いた微生物は未馴化である。 

これとは別の BOD 測定での分解率は、下水を用いた試験では 5 日間で 64% (Heukelekian and 

Rand, 1955)、アニリンで馴化した活性汚泥を用いた試験では 8 日間で 64%であった (Malaney, 

1960)。また、別の活性汚泥を用いた試験では、化学的酸素消費量 (COD) 測定での分解率は 5

日間で 97.7% (Pitter, 1976)、下水中で培養した試験では、測定紫外線 (UV) 吸収スペクトル測
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定での分解率は、10 日間で 90%、14 日間で 100%であった (Hallas and Alexander, 1983)。 

一方、嫌気的条件下では、汚泥を用いた 10 か月間処理 (Kuhn and Suflita, 1989) 及び下水中で

の 53 日間培養 (Hallas and Alexander, 1983) で p-トルイジンは分解されなかった。 

以上のことから、p-トルイジンは、馴化などの条件が調った好気的条件では生分解されるが、

嫌気的条件では生分解され難いと考えられる。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、p-トルイジンの下水処理による除去に関する報告は得られていない。 

 

5.3 環境水中での動態 

ヘンリー定数を基にした水中から大気中への p-トルイジンの揮散については、水深 1 m、流

速 1 m/秒、風速 3 m/秒のモデル河川での半減期は 13 日間で、また、水深 1 m、流速 0.05 m/秒、

風速 0.5 m/秒のモデル湖水での半減期は 140 日間と見積られている (Lyman et al., 1990)。 

p-トルイジンは水への溶解度は 6.5 g/L (15℃) (3 章参照) で、土壌吸着係数 Koc は 73 (3 章参

照) と大きくないが、解離定数 pKa が 5.08 (25℃) (3 章参照) であり、一般的な水環境中では一

部はプロトン付加体として存在し、土壌粒子表面に結合されると考えられる。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中に p-トルイジンが排出された場合は、緩やかに大

気中へ揮散する。馴化などの条件が調えば生分解により除去されると推定される。なお、土壌

粒子等に吸着したものは底質に沈降し嫌気的条件下では長期間生分解されないと推定される。 

 

5.4 生物濃縮性 

p-トルイジンは、化学物質審査規制法に基づくコイを用いた 4 週間の濃縮性試験で、水中濃

度が 100μg/L 及び 10μg/L における濃縮倍率はそれぞれ 1.3 未満及び 13 未満であり、高濃縮

性ではないと判定されている (経済産業省, 2001)。 

 

 

6．環境中の生物への影響 

6.1 水生生物に対する影響 

6.1.1 微生物に対する毒性 

p-トルイジンの微生物に対する毒性試験結果を表 6-1 に示す。 

原生動物では鞭毛虫類 (Spirostomum ambiguum) 及び繊毛虫類 (Tetrahymena pyriformis) への

毒性が報告されている。 

最小の毒性値は、鞭毛虫類 (Spirostomum ambiguum) の形態異常を指標とした 48 時間 EC50

の 99.7 mg/L であった (Nalecz-Jawecki and Sawicki, 1999)。 
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表 6-1 p-トルイジンの微生物に対する毒性試験結果 
生物種 温度 

(℃) 
エンドポイント 濃度 (mg/L) 文献 

原生動物 
Spirostomum ambiguum 
(鞭毛虫類) 

25 48 時間 EC50 形態異常 99.7 Nalecz-Jawecki & 
Sawicki, 1999 

Spirostomum ambiguum 
(鞭毛虫類) 

25 48 時間 LC50 致死 163 Nalecz-Jawecki & 
Sawicki, 1999 

28 60 時間 EC50 増殖阻害 144 Schultz & Moulton, 
1984 

27 48 時間 EC50 増殖阻害 102 Schultz et al., 1989 
ND 48 時間 EC50 増殖阻害 120 Bearden & Schultz, 

1997 

Tetrahymena pyriformis 
(繊毛虫類) 

30 24 時間 EC50 増殖阻害 150 Yoshioka et al., 
1985 

ND: データなし 

 

 

6.1.2 藻類に対する毒性 

p-トルイジンの藻類に対する毒性試験結果を表 6-2 に示す。 

淡水緑藻のセレナストラムを用いた生長阻害試験の報告があり、72 時間 EC50 は 10.2 mg/L (バ

イオマス) 及び 20.3 mg/L (生長速度) であった。また、72 時間 NOEC は 3.12 mg/L (バイオマス) 

及び 6.25 mg/L (生長速度) であった (環境庁, 1996a)。 
 

表 6-2 p-トルイジンの藻類に対する毒性試験結果 
生物種 試験法/ 

方式 
温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度 
(mg/L) 

文献 

淡水 
Selenastrum 
capricornutum1) 
(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

OECD 201 
GLP 
止水 

23±2  
72 時間 EC50 

24-48 時間 EC50 
24-72 時間 EC50 
0-72 時間 EC50

2) 
72 時間 NOEC 
24-48 時間 NOEC
24-72 時間 NOEC
0-72 時間 NOEC2)

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 

 
10.2 
14.6 
14.8 
20.3 
3.12 
6.25 
6.25 
6.25 
(a, n) 

環境庁, 1996a 

 (a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので設定濃度により表示 
 1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、2) 文献をもとに再計算した値 

 

 

6.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

p-トルイジンの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 6-3 に示す。 

無脊椎動物に対する毒性については、オオミジンコ (淡水種) 及びミシッドシュリンプ (海

水種) を用いた試験報告がある。 

オオミジンコに対する急性毒性の最小値は、遊泳阻害を指標とした 48 時間 EC50 の 0.12 mg/L

であった (Pedersen et al., 1998)。また、長期毒性については繁殖を指標とした 21 日間 NOEC が

0.0111 mg/L であった (環境庁, 1996c)。 
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ミシッドシュリンプに対する急性毒性は、96 時間 LC50 が 1.5 mg/L であった (First Mississippi, 

1996b)。なお、海水種に対する長期毒性に関する報告は得られていない。 

 

表 6-3 p-トルイジンの無脊椎動物に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
OECD 

202 
半止水 

20±1 35.5 7.60-
7.84

48 時間 EC50 
48 時間 NOEC 
遊泳阻害 

1.26 
0.0320 
(a, n) 

環境庁, 
1996b 

U.S. 
EPA 

半止水 

20±1 250±25 7.8
±

0.1 

48 時間 EC50 
遊泳阻害 

0.12 
(m) 

Pedersen et 
al., 1998 

Daphnia magna 
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
24 時間

以内 

OECD 
202 
流水 

20±1 35.5 7.28-
7.69

21 日間 EC50 
21 日間 NOEC 
繁殖 

0.0208 
0.0111 
(a, n) 

環境庁, 
1996c 

海水 
Americamysis 
bahia 
(甲殻類、 
ﾐｼｯﾄﾞｼｭﾘﾝﾌﾟ) 

生後 
24 時間

以内 

U.S. 
EPA 
止水 

23-25 塩分濃度: 
21-22‰ 

 

7.6-
7.9 

96 時間 LC50 

96 時間 NOEC 
1.5 

0.63 
(m) 

First 
Mississippi, 
1996b 

(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったため設定濃度により表示、(m): 測定濃度 
 

 

6.1.4 魚類に対する毒性 

p-トルイジンの魚類に対する毒性試験結果を表 6-4 に示す。 

淡水魚としては、ファットヘッドミノー、メダカ、コイに関する急性毒性データ (48～96 時

間) がある。その中で最小値は、メダカに対する 48 時間 LC50 の 42 mg/L であった (Tonogai et al., 

1982)。 

長期毒性に関しては、メダカについての試験報告がある。21 日間の致死を指標とした 21 日

間 NOEC は 12.5 mg/L であった (環境庁, 1996e)。 

海水魚としてはシープスヘッドミノーに関する急性毒性データがあり、96 時間 LC50 は 60 

mg/L であった (First Mississippi, 1996a)。なお、海水種に対する長期毒性に関する報告は得られ

ていない。 



 8

表 6-4 p-トルイジンの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
30-35 
日齢 

流水 25 ND ND 96 時間 LC50 172 Schultz et 
al., 1989 

1.92 cm 
0.098 g 

流水 24.1 48.1 7.75 96 時間 LC50 

96 時間 EC50 

行動 

149 
137 
(m) 

Geiger et 
al., 1986 

Pimephales 
promelas 
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉｰ) 
 

27-33 
日齢 

1.82 cm 
0.092 g 

流水 22.1 42 7.3 96 時間 LC50 171 
(m) 

 

Geiger et 
al., 1990 

2 cm 
0.2 g 

止水 25 ND ND 48 時間 LC50 42 
(n) 

Tonogai et 
al., 1982 

1.75 cm 
0.0843 g

OECD 
203 

半止水 

24±1 35.5 7.27-
8.05

96 時間 LC50 118 
(a, n) 

環境庁, 
1996d 

Oryzias latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 
 

1.87 cm 
0.0996 g

OECD 
204 
流水 

24±1 35.5 7.32-
7.72

21 日間 LC50 
21 日間 NOEC 
致死 

80.1 
12.5 
(a, n) 

環境庁, 
1996e 

Cyprinus 
carpio 
(ｺｲ) 

11.6 cm 
23.8 g 

半止水 15-18 ND 7.0-
7.7 

96 時間 LC50 132 Xing et al., 
2001 

海水 
Cyprinodon 
variegatus 
(ｼｰﾌﾟｽﾍｯﾄﾞﾐﾉ
ｰ) 

16 mm 
0.10 g 

U.S. 
EPA 

半止水 

21-23 塩分濃度: 
22‰ 

7.5-
7.8 

96 時間 LC50 
96 時間 NOEC 
致死、行動 

60 
24 

First 
Mississippi, 
1996a 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったため設定濃度により表示、 
(m): 測定濃度、(n): 設定濃度 

 

 

6.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

調査した範囲内では、p-トルイジンのその他水生生物 (両生類等) に関する試験報告は得ら

れていない。 

 

6.2 陸生生物に対する影響 

6.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、p-トルイジンの微生物 (土壌中の細菌や菌類等) に関する試験報告は

得られていない。 

 

6.2.2 植物に対する毒性 

調査した範囲内では、p-トルイジンの植物に関する試験報告は得られていない。 

 

6.2.3 動物に対する毒性 

調査した範囲内では、p-トルイジンの動物に関する試験報告は得られていない。 
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6.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

p-トルイジンの環境中の生物に対する毒性影響については、致死、遊泳阻害、生長阻害、繁

殖阻害、形態異常などを指標として評価されている。 

微生物については、原生動物への毒性影響が報告されており、最小の毒性値は鞭毛虫類 

(Spirostomum ambiguum) の形態異常を指標とした 48 時間 EC50 の 99.7 mg/L であった。 

藻類に対する急性毒性ついては、セレナストラムの生長阻害を指標とし、生長速度で算出し

た 72 時間 EC50 は 20.3 mg/L であり、この値は GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性

を示す。また、セレナストラムの生長阻害についての 72 時間 NOEC は 6.25 mg/L であった。 

無脊椎動物については、最小の急性毒性値は甲殻類のオオミジンコの遊泳阻害を指標とした

48 時間 EC50 の 0.12 mg/L であり、この値は GHS 急性毒性有害性区分 I に相当し、極めて強い

有害性を示す。長期毒性としては、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 NOEC の 0.0111 

mg/L であった。 

魚類については、最小の急性毒性値はメダカに対する 48 時間 LC50 の 42 mg/L であり、この

値は GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。長期毒性としては、メダカの致死

を指標とした 21 日間 NOEC の 12.5 mg/L であった。 

 

以上から、p-トルイジンの水生生物に対する急性毒性は、甲殻類に対して GHS 急性毒性有害

性区分 Iに相当し、極めて強い有害性を示す。長期毒性についての NOECは、藻類では 6.25 mg/L、

甲殻類では 0.0111 mg/L、魚類では 12.5 mg/L である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるオオミジンコの繁殖を

指標とした 21 日間 NOEC の 0.0111 mg/L である。 

 

 

7．ヒト健康への影響 

7.1 生体内運命 

p-トルイジンの生体内運命の試験結果を表 7-1、動物における代謝経路を図 7-1 に示す。 

雄の SD ラットに 14C-p-トルイジン 500 mg/kg を強制経口投与した試験で、血漿中の放射能濃

度は 12 時間後に最高濃度 (p-トルイジン換算で約 55μg/mL) に達し、その後 12～15 時間の半

減期で減少した。72 時間後には、血中濃度に比べ、脂肪組織で 2.6 倍、肝臓及び皮膚組織で 1.8

倍、腎臓で 1.5 倍の放射能が検出されたが、他の組織では血中濃度よりも低かった。また、放

射能の大半は尿中に排泄された (Brock et al., 1990)。 

雄の SD ラットに p-トルイジン 500 mg/kg を強制経口投与した試験で、24 時間後までの尿を

塩酸処理し、抱合体を加水分解すると 2-アミノ-5-メチルフェノールが検出された。また、尿中

には投与量比で 2.5%相当の未変化体が検出された (Cheever et al., 1980)。 

以上の結果から、p-トルイジンの主要代謝経路として芳香環水酸化及びその抱合化が考えら

れる。 

なお、Wistar ラットの肝臓のミクロソーム分画に p-トルイジン (最終濃度 1 mM) を添加し、

37℃で 10 分間反応させた実験で、4-メチルニトロソベンゼン、4,4’-ジメチルアゾキシベンゼン

及び N-(4’-アミノベンジル)-4-トルイジンが検出された (Tyrakowska et al., 1993)。また、ラット
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及びマウスの肝臓のミクロソーム分画を用いた実験で p-アミノ安息香酸が検出された (Hook 

and Smith, 1967)。この他ウサギでは、肝臓から調製したミクロソーム分画を用いた実験で、4-

アミノベンジルアルコール及び 4-アミノベンズアルデヒドが検出された (Daly et al., 1968)。 

 

CH3

NHOH

CH3

N=O

4-メチルニトロソベンゼン

H3C CH3

O

N=N

4,4'-ジメチルアゾキシベンゼン

CH3

NH2

OH

2-アミノ-5-メチルフェノール

抱合体

CH3

NH2

p-トルイジン

CHO

NH2

4-アミノベンズアルデヒド

COOH

NH2

p-アミノ安息香酸

CH2OH

NH2

4-アミノベンジルアルコール

H3C NH-CH2 NH2

N-(4'-アミノベンジル)-4-トルイジン

図 7-1 p-トルイジンの代謝経路 (Tyrakowska et al., 1993より作成) 

 

 

表 7-1 p-トルイジンの生体内運命 
動物種等 投与条件 投与量 結    果 文 献 
ラット 

SD 
雄 

4 匹/群 

経口 
(強制) 
オリーブ油 

500 mg/kg 
14C-標識体を使用 

血漿中放射能: 
 最高濃度; およそ 55μg/mL (未変化体

換算) 
 最高濃度到達時間; 12 時間後 
 半減期; 12 – 15 時間 
 
72 時間後放射能分布 (血中濃度比): 

脂肪 (2.6)、肝臓 (1.8)、皮膚 (1.8)、腎

臓 (1.5)、脾臓 (0.86)、膀胱 (0.74)、肺 
(0.50)、胃腸 (0.41)、心臓 (0.28)、骨髄 
(0.14)、筋肉  (0.10)、脳  (0.09)、精巣 
(0.09) 

 
排泄: 
 放射能の大半は尿中に排泄 
 
 
 
 

Brock et al., 
1990 
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動物種等 投与条件 投与量 結    果 文 献 
ラット 

SD 
雄 

4 匹/群 

経口 
(強制) 

500 mg/kg 
 

24 時間尿: 
塩酸加水分解物として 2-アミノ-5-メ
チルフェノールを検出 
投与量比で 2.5%の未変化体を検出  

Cheever et al., 
1980 

in vitro 試験 
ラット 
Wistar 

肝臓ミクロソーム分画に p-トルイジ

ン (最終濃度 1 mM) を添加し、37℃
で 10 分間反応 
代謝物を HPLC で分析 

4-メチルニトロソベンゼン、4,4’-ジメチ

ルアゾキシベンゼン、N-(4’-アミノベン

ジル)-4-トルイジンを検出 

Tyrakowska et 
al., 1993 

ラット、

マウス 
肝臓ミクロソーム分画 p-アミノ安息香酸を検出 Hook & Smith, 

1967 
ウサギ 肝臓ミクロソーム分画 4-アミノベンジルアルコール及び 4-アミ

ノベンズアルデヒドを検出 
Daly et al., 
1968 

 

 

7.2 疫学調査及び事例 

ヒトでの p-トルイジンの中毒症状はメトヘモグロビン血症と血尿である (Scott et al., 1983)。 

英国において、1961～1980 年の間に、ニトロ化合物やアミノ化合物への急性職業暴露 (吸入

あるいは経皮) によるチアノーゼの届け出が 325 例あった。この内、約 40 例が p-トルイジンへ

の暴露によるものと推定された。発症時期が明らかな 36 例中、34 例では暴露当日に、2 例では

暴露日以降に、頭痛、疲労、めまい、あるいは悪心が認められた (Sekimpi and Jones, 1986)。な

お、ネコ (24 週齢以上) に p-トルイジン 27 mg/kg を静脈内投与した試験で、メトヘモグロビン

血症が認められており (McLean et al., 1969)、ヒトにおけるチアノーゼや血尿も p-トルイジンに

よるヘモグロビン酸化作用によるものと考えられる。 

また、大気中濃度 40 ppm のトルイジン (o-、m-、p-体の混合) に 60 分間暴露されたヒトで重

度の中毒症状が認められ、さらに長時間の暴露では大気中濃度 10 ppm でも中毒症状を起こし

たと報告されている (Goldblatt, 1955) が、中毒症状については具体的な記述がなく、詳細は明

らかではなかった。 

 

7.3 実験動物に対する毒性 

7.3.1 急性毒性 

p-トルイジンの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 7-2 に示す (Bayer, 1981; Industrial 

Bio-Test Laboratories, 1973; Phillips Petroleum, 1992; U.S. NIOSH, 2002; Vasilenko and Zvezdai, 

1981; Weisburger et al., 1978)。経口投与での最小の LD50 はマウスで 330 mg/kg、経皮投与での

LD50 はウサギで 890 mg/kg であった。 

毒性症状として、ラットに強制経口投与した試験で自発運動の低下、摂餌低下及びチアノー

ゼ、ラットにp-トルイジン173 ppmを1時間吸入暴露した試験で、鼻炎及び流涙、ウサギに経皮

投与した試験で、死亡直前には、自発運動の低下、筋力低下、けいれん及び異常発声がみられ

ている (Phillips Petroleum, 1992)。 
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表 7-2 p-トルイジンの急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ 

経口LD50 (mg/kg) 330 – 794 656 – 760 
966 (塩酸塩)1) ND 

吸入LC50 (mg/m3) ND ND ND 
経皮LD50 (mg/kg) ND ND 890 

腹腔内LD50 (mg/kg) 
50 

300 (雄) (塩酸塩)1) 
327 (雌) (塩酸塩)1) 

293 (雄) (塩酸塩)1) 
199 (雌) (塩酸塩)1) 

ND 

皮下LD50 (mg/kg) ND 1,012 ND 
ND: データなし 
1) 塩酸塩を使用。値は o-トルイジンへの換算値。 

 

 

7.3.2 刺激性及び腐食性 

ウサギの皮膚に p-トルイジン 500 mg を 24 時間適用した試験で、中等度～重度の刺激性が認

められた (Marhold, 1986; Phillips Petroleum, 1992)。 

ウサギの眼に p-トルイジン 20 mgを適用した試験で、中等度の刺激性 (Marhold, 1986)、100 mg

を適用した試験で、重度の刺激性が認められた (Phillips Petroleum, 1992)。 

 

7.3.3 感作性 

モルモットに p-トルイジン 10 mg (p-トルイジンを 2%含むワセリン 0.5 g) を隔日で 4 回皮膚

適用して感作し、最終感作の 2 週間後に p-トルイジン 0.5～10 mg (p-トルイジンを 0.1～2%含

むワセリン 0.5 g) で惹起したビューラー (Buehler) 法による皮膚感作性試験で、0.5 mg では皮

膚反応はみられなかったが、2.5、5 及び 10 mg では、それぞれ、4/10、6/10 及び 8/10 例で紅斑

が認められ、陽性と判定された (Kleniewska and Maibach, 1980)。 

 

7.3.4 反復投与毒性 

p-トルイジンの実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 7-3に示す。 

雄のラット (系統及び週齢不明) に p-トルイジン 0、165、825、1,650 ppm (0、13.8、66.8、125.7 

mg/kg/日相当) を 4 週間混餌投与した試験で、825 ppm 以上で肝臓の相対重量増加、1,650 ppm

で体重増加抑制が認められた。死亡、毒性症状、剖検による病変はみられなかったと報告され

ているが、詳細は不明である (Phillips Petroleum, 1992)。 

SDラットにp-トルイジンを0、25、75 mg/kg/回、1回/週の頻度で24か月間皮下投与した発がん

性試験で、非腫瘍性変化として25 mg/kg/回以上で体重増加の抑制及び肝臓壊死が認められたと

報告されている (Bayer, 1981)。しかし、この試験は長期毒性を評価するための検査項目が十分

ではなくp-トルイジンの有害性を評価するには適当ではない。 
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表 7-3 p-トルイジンの反復投与毒性試験結果 

動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
系統不明 

雄 
10 匹/群 

経口 
(混餌) 

4 週間 0、165、825、1,650 ppm 
(0、13.8、66.8、125.7 
mg/kg/日相当) 

825 ppm 以上: 
 肝臓相対重量増加 
1,650 ppm: 

体重増加抑制 

Phillips 
Petroleum, 
1992 

ラット 
SD 

性別不明 
30 匹/群 

皮下 
 
ピーナッ

ツ油 

24か月間 0、25、75 mg/kg/回 
1 回/週 

25 mg/kg/回以上: 
体重増加抑制 
肝臓壊死 

Bayer, 1981 

 

 

7.3.5 生殖・発生毒性 

調査した範囲内では、p-トルイジンの生殖・発生毒性に関する試験報告は得られていない。 

 

7.3.6 遺伝毒性 

p-トルイジンの遺伝毒性試験結果を表 7-4、遺伝毒性試験結果 (まとめ) を表 7-5 に示す。 

突然変異性については、ネズミチフス菌及び大腸菌を用いた復帰突然変異試験では、S9 添加

の有無に関わらず、陰性の報告が多い (Florin et al., 1980; Garner and Nutman, 1977; Jung et al., 

1992; Miller et al., 1986; Nohmi et al., 1984; Pai et al., 1978 and 1985; Rosenkranz and Poirier, 1979; 

Simmon, 1979a; Thompson et al., 1983; Zimmer et al., 1980)。また、酵母 (Saccharomyces cerevisiae) 

を用いた遺伝子変換試験で、1,000μg/mL の濃度まで陰性であった (Marquardt and Zimmermann, 

1970)。 

DNA 損傷性については、大腸菌での DNA 修復試験で、S9 の有無に関わらず、陰性であった 

(Rosenkranz and Poirier, 1979)。動物細胞を用いる試験では、ラット肝臓細胞を用いて 0.05～107

μg/mL の濃度で行われた不定期 DNA 合成 (UDS) 試験で、5.4～54μg/mL の濃度範囲で陽性 

(10.7μg/mL で最も強い陽性) であったが (Thompson et al., 1983)、チャイニーズハムスター肺

(CHL) 細胞を用いた DNA 損傷試験では、S9 の添加条件下、最高 1,070μg/mL で陰性であった 

(Zimmer et al., 1980)。in vivo の DNA の単鎖切断を指標とした DNA 損傷試験では、マウスに 35 

mg/kg を腹腔内投与した後の肝臓細胞及び腎臓細胞で陽性であった (Cesarone et al., 1982)。 

その他の試験として、酵母 (S. cerevisiae) を用いた体細胞組換え試験で、S9 添加の有無に関

わらず、最高 5,000μg/mL の濃度まで陰性であった (Mayer, 1977; Simmon, 1979b)。 

以上、p-トルイジンは in vitro の UDS 試験及び in vivo の DNA 損傷試験で陽性との報告があ

るが、突然変異性は陰性であり、染色体異常誘発性に関して不明であることから、遺伝毒性に

ついては明確には判断できない。 
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表 7-4 p-トルイジンの遺伝毒性試験結果 
用量 結果  

試験系 試験材料 処理条件 
最低  最高 －S9 ＋S9 

文献 

ネズミチフス菌 
TA98、TA100、TA1538

プレート法 50 – 100 
μg/plate 

－     － 
Garner & 
Nutman, 1977 

ネズミチフス菌 
TA98、TA100、TA1535、
TA1536、TA1537、
TA1538 

プレート法 
1,000 

μg/plate まで
－     － 

Simmon, 1979a

ネズミチフス菌 
TA1535、TA1538 

プレート法 2.5 – 250 
μg/plate 

－     － 
Rosenkranz & 
Poirier, 1979 

ネズミチフス菌 
TA98、TA100、TA1537

プレート法 
ND ND    － 

Zimmer et al., 
1980 

ネズミチフス菌 
TA98、TA100、TA1535、
TA1537 

プレート法 
3.2 – 3,216 
μg/plate 

－     － 
Florin et al., 
1980 

ネズミチフス菌 TA98、
TA100、TA1535、
TA1537、TA1538、G46、
C3076、D3052 
大腸菌 WP2、WP2 uvrA

プレート法 

1,000 
μg/mL まで 

－     － 

Thompson et 
al., 1983 

ネズミチフス菌 TA98、
TA100 

プレインキュベ

ーション法 
ND －     ＋ 

Nohmi et al., 
1984 

ネズミチフス菌 TA97、
TA98、TA100、TA104

プレート法 3,000 
μg 

±     ± 
Miller et al., 
1986 

ネズミチフス菌 TA102 プレート法 5,000 
μg/mL まで 

－     － 
Jung et al., 
1992 

大腸菌 WP2 uvrA スポット法 5,000 – 10,000
μg 

－    ND 
Pai et al., 1978

復帰突然

変異試験 
 

大腸菌 WP2 uvrA 液体培地法 13.4 – 53.6 
μg/mL 

－    ND 
Pai et al., 1985

遺伝子変

換試験 
酵母 (Saccharomyces 
cerevisiae) 
 

ND 
1,000 
μg/mL 

－    ND 
Marquardt & 
Zimmermann, 
1970 

DNA 修

復試験 
大腸菌 polA ディスク法 250 

μg 
－     － 

Rosenkranz & 
Poirier, 1979 

DNA 損

傷試験 
CHL 細胞 
V79 

2 時間暴露 107 – 1,070 
μg/mL 

ND    － 
Zimmer et al., 
1980 

UDS 試験 ラット肝臓細胞 
ND 

0.05 – 107 
μg/mL 

＋1) 
Thompson et 
al., 1983 

酵母 (S. cerevisiae) D3 プレインキュベ

ーション法 
1,000 
μg/mL 

－     ND 
Mayer, 1977 

in vitro 
 
 

体細胞組

換え試験 
 酵母 (S. cerevisiae) D3 プレインキュベ

ーション法 
5,000 
μg/mL 

－     － 
Simmon, 1979b

in vivo DNA 損

傷試験 
ICR マウス 
腎臓及び肝臓細胞 

腹腔内 
4 時間暴露 

35 
mg/kg 

＋ 
Cesarone et al., 
1982 

＋: 陽性、－: 陰性、±: 判定困難、ND: データなし、 
1) 5.4～54μg/mL の濃度範囲で陽性。10.7μg/mL で最も強い陽性。 
2) CHL 細胞 ; チャイニーズハムスター肺細胞 
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表 7-5 p-トルイジンの遺伝毒性試験結果 (まとめ) 

 DNA 損傷性 突然変異性 染色体異常 その他 

バクテリア － － ND ND 

カビ／酵母／植物 ND － ND 体細胞組換え試験: －

昆虫 ND ND ND ND 

培養細胞 ＋、－ ND ND ND 

哺乳動物 (in vivo) ＋ ND ND ND 

ヒト ND ND ND ND 

＋: 陽性、－: 陰性、ND: データなし 

 

 

7.3.7 発がん性 

p-トルイジンの実験動物に対する発がん性試験結果を表 7-6に示す。 

雌雄の ICRマウス (1群各 25匹) に p-トルイジン塩酸塩 0、1,000、2,000 ppm (0、112、224 mg/kg/

日相当) を 6 か月間、その後 0、500、1,000 ppm (0、56、112 mg/kg/日相当) を 12 か月間混餌投

与した試験で、雄の全投与群及び雌の高用量群で肝がん発生率の有意な増加が認められた 

(Weisburger et al., 1978)。 

雄の SD ラット (1 群 25 匹) に p-トルイジン塩酸塩 0、1,000、2,000 ppm (0、37、75 mg/kg/

日相当 ) を 18 か月間混餌投与した試験で、腫瘍発生の有意な増加はみられなかった 

(Weisburger et al., 1978)。 

雌の Sutter マウス (1 群 32 匹) の皮膚に p-トルイジンの 20%ジオキサン溶液を一滴/回 (約 25

μL/回)、2 回/週の頻度で 12 週間適用した試験で、陽性対照 (フェノール及び 2-クロロフェノ

ール) では皮膚乳頭腫及び皮膚がんの発生が認められたが、p-トルイジンではこれらの腫瘍の

発生はみられなかった (Boutwell and Bosch, 1959)。しかし、本試験は投与期間が短く、本物質

の経皮適用による発がん性を否定する試験としては不十分な試験である。 

雌雄の SD ラット (1 群各 30 匹) に p-トルイジンを 0、25、75 mg/kg/回、1 回/週で 24 か月間

皮下投与した試験で、高用量群で投与部位の悪性腫瘍及び肝臓の良性腫瘍発生率のわずかな増

加が認められた (Bayer AG., 1981)。しかし、これら腫瘍の発生率増加の統計学的な有意性につ

いては不明である上、投与部位の悪性腫瘍発生率の増加は皮下投与という物理的刺激による可

能性もあるため、発がん性を評価するのは困難である。 

 

p-トルイジンの国際機関等での発がん性評価を表 7-7 に示す。 

IARC では p-トルイジンの発がん性を評価していない。 
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表 7-6 p-トルイジンの発がん性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
マウス 

ICR 
雌雄 

各 25 匹/
群 

経口 
(混餌) 

18 か月間 
 
観察期間 21
か月間 

6 か月間: 0、1,000、
2,000 ppm (0、112、224 
mg/kg/日相当) 
12 か月間: 0、500、
1,000 ppm (0、56、112 
mg/kg/日相当) 
 
塩酸塩を使用 
 

肝がん発生率                     
 対照 1) 低用量 高用量 
 雄 3/18 (7/99) 8/17*2) 9/18* 
 雌 0/20 (1/102) 2/21 3/17*2)  
*P < 0.025 
 

Weisburger et 
al., 1978 

ラット 
SD 
雄 

25 匹/群 

経口 
(混餌) 

18 か月間 
 
観察期間 24
か月間 

0、1,000、2,000 ppm 
(0、37、75 mg/kg/日
相当) 
 
塩酸塩を使用 
 

腫瘍発生: 有意な増加なし Weisburger 
et al., 1978 

マウス 
Sutter 
雌 

32 匹/群 

皮膚 
 
20%ジオ

キサン溶

液 
 

12 週間 
2 回/週 

1 滴/回 (約 25μL/回)
 
 
 

皮膚乳頭腫及び皮膚がん発生なし 
陽性対照 (フェノール及び 2-クロロフ

ェノール) では皮膚乳頭腫及び皮膚が

んの発生あり 

Boutwell & 
Bosch, 1959

ラット 
SD 
雌雄 

各 30 匹/
群 

皮下 
 
ピーナッ

ツ油 

24 か月間 
1 回/週 

0、25、75 mg/kg/回 
 

投与部位の悪性腫瘍及び肝臓の良性

腫瘍発生率のわずかな増加 
 
腫瘍発生率                         
 対照 低用量 高用量 
投与部位悪性腫瘍 
 雄 6/30 9/30 8/30 
 雌 1/30 2/30 5/30 
肝臓良性腫瘍 
 雄 0/30 0/30 1/30 
 雌 1/30 1/30 6/30  

Bayer AG., 
1981 

1) 括弧内は背景データ 
2) 背景データに対してのみ有意 
 

 

表 7-7 p-トルイジンの国際機関等での発がん性評価 

機関/出典 分類 分類基準 
IARC (2005) － 評価されていない。 

ACGIH (2005) A3 ヒトへの関連性は不明であるが、実験動物で発がん性が

確認された物質 
日本産業衛生学会 (2005) － 評価されていない。 
U.S. EPA (2005) － 評価されていない。 
U.S. NTP (2005) － 評価されていない。 

 

 

7.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

p-トルイジンに職業で吸入あるいは経皮により急性暴露され、チアノーゼ、メトヘモグロビ

ン血症、血尿を起こした事例が報告されている。なお、ネコを用いたメカニズム試験で、メト

ヘモグロビン血症が認められており、ヒトにおけるチアノーゼは p-トルイジンによるヘモグロ
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ビン酸化作用によるものと考えられる。 

p-トルイジンの実験動物に対する急性毒性に関しては、経口投与での最小の LD50 はマウスで

330 mg/kg、経皮投与での LD50 はウサギで 890 mg/kg である。毒性症状としては自発運動の低

下、摂餌低下、チアノーゼ、筋力低下、けいれん及び異常発声がみられる。 

p-トルイジンは実験動物の皮膚及び眼に対して刺激性を示す。感作性は、ビューラー 

(Buehler) 法に準じた皮膚感作性試験で陽性である。 

p-トルイジンの反復投与毒性に関しては、ラットの反復経口投与試験で、体重増加抑制及び

肝臓相対重量の増加がみられたという報告があるが、詳細は明らかではなく、NOAEL あるい

は LOAEL を得ることはできなかった。なお、吸入あるいは経皮による反復投与毒性試験の報

告は得られていない。 

p-トルイジンの生殖・発生毒性試験に関する報告は得られていない。 

p-トルイジンの遺伝毒性に関しては、in vitro の UDS 試験及び in vivo の DNA 損傷性試験で陽

性との報告があるが、突然変異性は陰性であり、染色体異常誘発性に関して不明であることか

ら、遺伝毒性については明確に判断できない。 

p-トルイジンの発がん性に関しては、マウスに混餌投与した試験で肝がん発生率の有意な増

加がみられている。なお、ラットに皮下投与した試験で投与部位の悪性腫瘍発生率のわずかな

増加がみられているが、発生率増加の統計学的有意性は不明である上、皮下投与という物理的

な刺激による発がんとの関連性も明確ではないため、発がん性の評価に用いることはできない。 

IARC では p-トルイジンの発がん性を評価していない。 
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